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論　説
新会計基準と会計概念フレームワークの利用可能性
-オーストラリア会計制度改革の検討を通して-
国　田　清　志
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Ⅰ　は　じめに
周知のとおり,わが国では, 2004年7月にASBJ (企業会計基準委員会)1から
討議資料として｢財務会計の概念フレームワーク｣ (以卜, ｢討議資料｣とする)
が公表された｡その後のシンポジウムやオープン･カンファレンスなどを受け
て修正が行われ,同年9月にアップ･デートされている｡
これまで,会計概念フレームワークの必要性(明文化も含める)は,会計基準
間の不整合性などの会計制度の内的な局面だけでなく,会計基準のコンバー
ジェンスや国際的調和化などの外的な局面からも様々に論じられてきた｡その
意義や役割について疑義はないように思われる｡
会計概念フレームワークとは,簡削こいうと, ｢企業会計や財務諸表の基礎
をなす前提や概念｣である｡これに文えられることで,会計基準は･般的に承
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認される可能性が高められる｡つまり,公開された会計基準を基準たらしめる
基礎となるのである｡さらに,体系的な基盤が提示されることで,いわゆる
｢ピースミール･アプローチ｣による会計基準間の不整合性の問題解決に貢献
する｡
ここで,国際会計基準(IASC)をはじめとして,アメリカ(FASB),オース
トラリア(AASB),日本における会計概念フレームワークを簡潔にまとめる
と,次のようになる()
<会計概念フレームワークとは>
ⅠASC (ⅠASB) 丶?H,ﾉy?ﾈ?,ﾈ+ﾘ-?ﾈﾞ??IUﾈ,ﾈﾞﾉ?Uﾈ麌,ﾈｮ?(/??x?･ID?
FASB ?ｨ顗,ﾈﾉｹd?,(-ﾈ.ほn?X+ﾘ?ｮ顏???ｸ?+x+?h*ｨ,X*ｲﾈ*?"?財務会計および財務諸衣の件質,機能および限界を規定する,相 
圧に関連した目的と基本原坪の脈絡ある体系 
AASB 倩I4??h-?i4兀H耳耳8ｨ,???坪自L､?俥??H鮭,ﾉmｩ4?)>?X,亊b?
する諸概念 
ASBJ 侏ｸﾗ8,ﾈｮ仂h檍ﾇb?h*ﾘ,俥???b?ﾈｮ?(,?????(･ID??b?
約.整理したもの 
会計概念フレームワークを取り卜げる際には,それ自体の内容について妥当
性を分析することが重要であるが,これが･般的に承認された後に,どのよう
に活用されていくのか,その利用可能性を考察することも同等に重要であると
考える｡
そこで,本論文では,まず,オーストラリアの会計制度改革のなかで,会計
概念フレームワークがどのように利川されてきたかを検討する｡次に, ｢討議
資料｣の公表後に設定された新会計基準である｢貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準｣を特に取り上げて, ｢討議資料｣が新会計基準の設定に
どのように利用されているかを検討していく｡最後に,わが剛こおける会計概
念フレームワークの利用叶能性を,会計制度との関連で考察する｡
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Ⅰ　会計概念フレームワークの利用日的
1989年にIASC (国際会計基準委貢会)より公表された会計概念フレームワー
クの序説に掲げられている諸fi的1'を要約すると次のとおりである｡なお,太
字表示は筆考による｡
1　将来の国際会計基準の作成と現行の国際会計基準の見正しを行う際に役
立てること
2　代替的な会計処理の数を削減するための基礎を提供することによって,
財務諸表の表示に関する規制,会計基準及び手続きの調和を促進させる際
に役立てること
3　F和^l基準を作成する各国の会計基準設定主体に役立てること
4　国際会計基準を適用する際に,また,国際会計基準の題目になっていな
いテーマを処理する際に役立てること
5　財務諸表が国際会計基準に準拠しているかどうかについて,監査人が意
見を形成する際に役立てること
6　国際会計基準に準拠して作成された財務諸表に含まれる情報を解釈する
際に役立てること
7　国際会計基準の形成方法に関しで情報を提供すること
これらの諸目的を読み替えていくと,会計概念フレームワークには,会計基
準間の不整合性を解消するための体系的な鹿盤を提供し,将来的な会計基準の
設定･改廃の指針を示し,国際的なコミュニケーションへの役立ちが期待され
ている｡
また,財務諸表の会計情報の解釈という点では,実証研究に関連するであろ
うし, ｢財務報FLJ-の目的｣が明文化されたことにより,実証研究の前提を提示
する｡その他,新会計基準の公開草案や他国の会計基準の評価および監査人に
よる会計基準の準拠性の評価にも役立つと考えられる｡
以上,想定される会計概念フレームワークの利用H的を整理すると,次のよ
うになる｡
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<会計概念フレームワークの主な利用日的>
･!ノ　会計基準の体系件の基棺
r2㌧】会計基準設定の指針件
(51円際的なコミュニケーション･ツール
1)実証研究との関連性
･5ノ　会計基準または会計基準の準拠性の評価
Ⅲ　オーストラリアにおける会計制度改革
l.オーストラリアの会計概念フレームワーク
AASB (オーストラリア会計基準委員会)およびAARF (オーストラリア会計研究
財川)は, 1990年から1995年にかけて,一連の『会計諸概念に関するステー
トメント』 (statements of Accounting Concepts:以卜, SACとする)を公表してい
る｡
SAC 1 -　Dejinition of RePorting Entity, 1990.
SAC 2　-　0bjective ofGeneylal Purpose Financial Repoyling, 1990.
SAC 3　-　0ualitatiue Chwacteristics ofFinancial Information, 1990.
SAC4　1　Dejinition and Recognition of the Elements of Financial State-
menis, 1995.
本ステートメントでは, ｢財務報吾の[川勺｣3を,次のように規定してい
る｡
｢利用者が,限られた資源の配分についての意思決定をし,そしてそれを
評価するために役立つ情報を提供することである｣ (sAC2,para. 26)0
そして,財務報告は,経営苦(managements)および政府組織(governing
bodies)が会計責任(accountability)を履行する際に役立つ方法で表示される
べきである(sAC2,para. 27, 44)｡
また,ここでいう会計責任とは, ｢利用者が,報告実体の業績,財政状態,
資金調達活動と投資活動および準拠性(Compliance)について見識のある判断
をできるように,情報を提供する責任(responsibi砺)｣ (SAC2,para.5)である｡
オーストラリアでは, ｢会計責任｣の名のもとに,連邦,州,地方政府など
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の政府組織にも,基本的には民間企業とl司質の会計基準に従って財務諸表が作
成される｡また,外部監査人の監査報告一書と財務諸表作成者が法令に準拠して
偽りのない財務諸表を作成している旨の宣言書も義務づけられている40
オーストラリアの公会計では, 1992年から取組みがはじまり, 1994年から
発生主義ベースでの決算が行われている｡例えば,ヴィクトリア州の2004年
度財務諸表においては,注記ではあるが,営業費として備品,設備, _斬札　通
信システムなどに関する減価償却費(depreciation)が報書されている｡
なお, 1996年にPSASB (公会計基準審議会)が, AAS31 ｢政府による財務報
I+u-･基準｣を公表しているが, 1999年にPSASBはAASBに統合されている｡J
つまり,民間企業と政府組織の財務報告にかかわる会計基準が統一一的に取り級
われている｡このように,オーストラリアでは,会計概念フレームワークを基
礎として,民･官の会計基準が設定されることになっている｡)
2.オーストラリア会計制度の展開
オーストラリアでは, 1997年から2003年にかけて,財務省主導のプログラ
ムとして会社法経済改革プログラム(corporate Ijw Economic Reform Program:
以卜, CLERPとする)に着手し,その中で会計制度改革に取り組んでいるし)そ
こでは,オーストラリア企業の効率性や国際競争力の向｣二の観点から,会計基
準の役割,国際会計基準(国際財務報告基準:IFRSを含む)との調和化,会計基
準設定の制度機構をはじめ,さまざまな分野･領域について,多くの提案がな
されている｡
なお,一連のCLERPおよびこれに関連して公表された会計基準のポリシー
ステートメントは,次ページのとおりであるo
ここでは,このうち会計概念フレームワークに関連すると思われる主要な提
案をいくつか取り卜げて検討を行う｡
(1)現行の基準設定団体であるAASBに代わりAASCを,公的権(1egisla-
tjon)のもとで設定して,法人格を持たせる(paperNo.1,p36)｡
(2) AASB会計基準に準拠することが,自動的に国際会計基準に準拠する
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<会社法経済改革プログラム: CIERP>
PaperNo.1 ?&???&f?&Vf?ﾒﾔ?6?蹤匁u7F?F?G2?涛r?
PaperNo.2 ?&???6f?&Vf?ﾔgV襴猛u6匁r?涛r?
PaperNo.3 ?&???6f?&Vf?ﾒﾔF?V7F?w4GWF妨6?D6???Tv?W&??R?
(1997) 
PaperNo.4 ?&???6f?&Vf?ﾒﾕF?V?W'2?涛r?
PaperNo.5 ?&???6f?&Vf?ﾒﾔVﾆV7G&??6?ﾖW&6R?涛r?
PaperNo.6 ?&???6f?&Vf?ﾒﾔfﾂv???ﾄﾖ??G6?D也fW7FﾖV蹙??V7B?
(1997) 
PolicyReforms(1998) 
Pol桓′Fyamewoylk(1998) 
FinancialProducis,ServiceProviderandMarkets(1999) 
PaperNo.7 ?&???6f?&Vf?ﾒﾕ6耗??VDﾆ?vVﾖV蹠6?D6????R????
PaperNo.8 ?&???6f?&Vf?ﾒﾔ7&?2ﾔ&?ﾆFW$也6?fV?茶#?"?
PaperNo.9 ?&???6f?&Vf?ﾒﾔ6??&?TF?6ﾆ?W&R??"?
PaperNo.9 ?V&ﾖ?6柳???"?
PaperNo.9 ?ﾄU%??F勇&Vf?ﾖ?D6??&?TF?6ﾆ?W&R?免ﾂ??2?
<ポリシーステートメント:PolicyStatements (PS) >
AccountingPS1 彦?FWfVﾆ?ﾖV蹤?7F?VﾖV蹠6??6?蹤匁t6?6U?6?D?ﾒ?
countingStandaylゐ(1993) 
AccountingPS2 都v傍?4$6?7VﾇF?庸Tw&??#???
AccountingPS3 ??%??V7D?f????Vﾇ2????
AccountingPS4 枚FVﾖ?柳?ﾄ6?fW逃vV?V?D?&ﾖ?w6?柳???茶#?"?
AccountingPS5 都vﾆT?GW&V?E?%?6V?7F?VﾖV蹠6??6?蹤匁t6?6W?2?
(2001) 
ことになるようにする(paperNo.1,p27)｡
(3)一般目的財務報告のための会計概念フレームワークにおける目立った
問題に最優先に取り組む(paperNo. 1, p61)｡
まず, (1)は,会計基準の設定主体に関するものである｡これまで主に職業
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会計士に対して研究業務などを負ってきたAARFからの独立性を維持し,効
率的かつ有効な活動の遂行を図るためである｡
これは, AASBがAARFの支持のもとに存立していたため,会計基準の設定
プロセスが会計プロフェションに偏向していた弊害の解消のためである｡現
荏, AASBはそのまま存続しているが,会計基準設定プロセスを監視する最高
機関であるFRC (財務報告審議会)からのメンバーの任命によりAASBが組織
化されている｡
なお, AASBは, Australian Securities and Investments Commission Act 1989
のsection224により設立され, The Corporations Act1989のsection32によ
り会計基準の設定が行使されている｡つまり, AASB会計基準の権威は,会社
法ものとで確立されている｡
また,会計概念フレームワークは,私的および公的部門の報吾主体につい
て,立法,政令,その他の政府権限により公的権威を付与されている(psl,
para.37)0
次に, (2)は,会計基準の国際的調和に関するものである｡世界の資本市場
で匹目撃会計基準が受け入れられたとき, AASB会計基準を国際会計基準に調和
しておけば,オーストラリア企業の競争力は高くなり,オーストラリアの最高
の利益(bestinterests)になる(paperNo. 1, p25)0
このような考え方,より適切には｢戦略｣のもとで, AASBは, 1996年か
ら,調和化のプログラムを実施している｡そこでは,キャッシュ･フロー計算
書(現AASBIO7), 1-.119A･契約(規AASBlll)などに関するAASB会計基準が,
国際会計基準に合わせる形で修正されている｡具体的には,キャッシュ･フ
ロー計算書について,これまで営業区分は｢財貨･用役の提供に関する活動｣
に限定されていたが,改定後,営業区分はより広く定義され, ｢投資･財務活
動以外の活動｣とされている｡また,工事契約の会計については,改定後, t
事完成基準の選択適用が認められなくなったo　ただし,このような会計基準の
改訂は,オーストラリア会計基準の品質を減じない限りで行われていくものと
されている｡ 2005年度以降の統合課題として,金融商品の公正価値オブショ
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ン,キャッシュ･フロー･ヘッジをはじめ14項目がワーク･プログラムとし
て予定されている｡なお, AASBは, AASB会計基準によってカバーされてい
ないテーマで,国際会計基準が公表しているものについては,会計基準設定の
基礎として,国際会計基準を用いることを言明している(psl,para.39)0
最後に, (3)は,会計概念フレームワークに直接関係するものである｡上述
のような流れの中で, FRCの国際会計基準適川の方針を受けて, 2004年に,
AASBは, IASCの公表したFramework for the Preparation and Presentation of
Financial Statements (1989)を引用して,それと同等のオーストラリアの会計
概念フレームワークを公衣した｡この会計概念フレームワークは, 2005年l
jj以降開始の年次報告期間に適用されるo
なお,それまでのSACとの形式上の違いは,保守主義(pmdence)の明示,
利得(gains)と損失(losses)を区別していたのをそれぞれ収益(revenue)と費
用(expenses)の[回こ含めた点である5｡
また,前掲のIASC会計概念フレームワークの諸目的との関連では, 3の目
的は削除され, ｢国際会計基準｣ (筆者が太字で衣記した部分)は, ｢オーストラ
リア会計基準｣に読み替えされ,修正されている｡基本的なベースはIASCの
ものと同じであるが,独自の部分はAus.として書き加えられている6｡これに
より, SAC3とSAC4の効力は失われることになった｡
また,当該引用を受けて,国際会計基準第1号であるPresentation ofFinan-
cialStatements (2003)もさらに引用して,それと同等のオーストラ1)ア会計基
準(AASBIOl) 7を公表している｡
以上,オーストラリアにおける会計制度の展開について,会計概念フレーム
ワークに注目しながら検討してきた｡オーストラリアでは,会計基準の｢調和
化｣から｢統合(convergence)｣ -と進んで行き,その流れの中で,会計概念
フレームワークも,基本的には国際会計基準のものに統合された形になってい
る｡ただし,オーストラリアの会計概念フレームワークには,非営利主体
(non-for-profitentities)が含まれており,この点については,独自の部分として
書き加えられている｡そこで, SAClとSAC2は引き続き有効なものとして
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位置づけられていると考えられる｡
Ⅳ　新会計基準と会計概念フレームワーク
1. ｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣
ASBJは, -平成17年12月9日に企業会計基準第5号｢貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準｣ (以卜, ｢新会計基準｣とする)を公表した8｡当該
基準は,すべての会社の貸借対照表における純資産の部の表示を定めるもので
あり(para.3),個別財務諸表だけでなく連結財務諸表にも適用される｡
新会計基準は,まず,貸借対照表を,資産の部,負債の部および純資産の部
に区分し,純資産の部を,株主資本とそれ以外の項目に区分している(para.
4)｡また,株主資本を,資本金,資本剰余金および利益剰余金に区分している
(para.5)｡なお,株主資本以外の項目は,その他有価証券評価差額金や繰延
ヘッジ損益などの評価･換算差額と新株予約権に区分している(para.7)0
このような新会計基準における純資産の部の表示をまとめると,以卜の[図
表1]のようになる｡
[図表1]個別貸借対照表における純資産の部
純資))Ttの部
Ⅰ株主資本
l資本金　※1
2資本剰余金
目)資本準備金
(2)その他の資本準備金　※2
資本剰余金合計
3利益剰余金　※3
(1)利益準備金
(2)その他利益剰余金
××積立金
繰越利益剰余金
利益剰余金合計
4日己株式　※1
※1　株式発行前の払込勘については,
別途,新株式申込証拠金として区分
表示する｡また,自己株式について
も,別途,自己株式申込証拠金とし
て区分衣示するり
※2　資本金および資本準備金の取崩し
によって生じる剰余金や自己株式の
処分差益などの内訳表示は行わない｡
※3　2区分表示を行う｡その他の利益
剰余金については,さらに,株i:.紘
会または取締役会の決議項口は積立
金として,それ以外は繰越利益剰余
金として衣示する｡
※4　連結財務諸表の場合,さらに,為
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株i:_資本合計
Ⅲ評価･換算差衝等　※4
1その他有価証券評価差敢金
2繰延ヘッジ損益
3　卜地評価差独金
評価･換算差衝等合計
III新株(,約権　※5
純資産合計
倖換算調整勘定が追加される｡)
※5　新株(,約権音との取引であり,親
会社株主に帰属するものではないの
で,株主資本と区別するn
その他,連結財務諸表の場合,さら
にN少数株冒‡分が区分衣示される｡
｢新会計基準｣は,貸借対照表上,資産性または負債性をもつものを資産の
部または負債の部に記載することし,それらに該当しないものは資産と負債の
差額として純資産の部に記載することとしている(para.21)｡また,表記卜,こ
れまでの資本の部を純資産の部に代えて,負債または負債と資本の小間項目と
して表示されていた新株予約椎や少数株主持分を純資産の部に記載することと
している｡
｢新会計基準｣は, ASBJワーキング･グループの｢討議資料｣の一一部も素
材にして議論されている(para.17)o　なぜならば, ｢討議資料｣はASBJの見解
ではなく,当委貢会に報告された当該ワーキング･グループの見解であるが,
今後の基準設定の過程で有川性をテストされ,市場関係者の当の意見を受けて
さらに整備･改善されれば,いずれはデファクト･スタンダードとしての性格
を持つことも期待されているからである(para. 17)0
｢討議資料｣によると,貸借対照衣の構成要素である純資産とは資産と負債
の差額であり,報吉巨体の所有者である株主(連結財務諸表の場合には親会社株
日　に帰属する資本と,その他の要素に分けられる(para.6)｡なお,その他の
要素のうち,報吾主体の所有者である株主以外に帰属するものには,少数株i
持分や新株予約権が含まれ,いずれにも帰属しないものには,その他有価証券
評価差額金などのリスクから開放されていない投資の成果が含まれる(para.
7)｡
これはまさに,貸借対照表を,資産の部,負債の部および純資産の部に区分
し,純資産の部を,株i:.資本とそれ以外の項目に区分している｢新会計基準｣
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の骨f-である　胴衣1参.L!裾,そして,そこでは,利益が資本取引を除く資本の
変動をもたらすという関係を重視しながら,資本については株~日二帰属するも
のであることを明確にされている｡)なぜならば,資本取引を除く資本の変動と
利益が一･致するという関係は,会計情報の信頼性を高め,企業評価に役立つも
のと考えられているからである｡〕
2.新会計基準の運用基盤
｢新会計基準｣の議論の過種においては, ｢討議資料｣の他,様々な学説, ､1'1
該公開卓二案に対するコメントおよび他国の国際的な会計基準も議論の参考にし
ていると思われる｡つまり, ｢討議資料｣に従ってのみ,新会計甚準が開発さ
れたのではないであろう｡ただし, ｢新会計基準｣を運用していくうえで必要
なのは,当該基準を支える理論的基盤と法的基盤であるo
先述のように, ｢討議資料｣が現行の企業会計の基礎にある前提や概念を体
系的に要約･整理したものあり,将来の基準設定に指針を与える役割を規定さ
れていることからも,理論的基盤について重要な地位を占めているものと思わ
れる｡ ｢新会計基準｣が, ｢討議資料｣における貸借対照表の構成要素である純
資産(資産一負債)と同軸で説明されていることからも推知できる｡
しかしながら,法的基盤については問題が指摘される｡これまで, ASBJか
ら,企業会計基準第1片廿Ⅰ己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基
準｣をはじめとして,いくつかの企業会計基準が公表されている9｡そもそも
ASBJは,平成14年に設立された財l~射去人財務会計基準機構の中の民間組級
であり,周知のように,企業会計基準審議会のような法令にもとづく組織では
ない｡したがって, ASBJから公表された会計基準には特段の取り扱いがなさ
れている｡具体的には,金融庁総務企局長の名で,これらの会計基準は,証券
取引法の規定の適用に当たっては, ｢一般に公~i仁妥当と認められる企業会計の
基準｣として取り扱う旨が表明されているのである1()｡このような法制度卜の
工夫によって,新しい会計基準の法的基盤は保たれていると考えた場合,さら
に理論的基盤である会計概念フレームワークの位置づけが問題となる｡
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Ⅳ　わが国における会計概念フレームワークの利用可能性
わが国において, ｢討議資料｣が単に討議資料でなく,会計基準を支える基
盤として機能するためには,以下の3つの枠組みの問題を検討する必要があ
る｡〕
(/1_=)会計基準の枠組み
せ)利益計算体系の枠組み
〔33　会計制度の枠組み
まず, Li)は新しい会計問題に対応するために公表された『退職給付に係る会
計基準』などの新旧会計基準間における理論的整合性の問題である｡
次に, ②は利益計算体系におけるアプローチ(資産負債観と収益費用観)の混
合体系の位置づけに関する問題である｡
最後に, ③は会計制度の中でどのように会計概念フレームワークを取り入れ
て運用していくかという制度的受容性の問題である｡)つまり,その利用可能性
に係るものである｡ここでは,本論文の論点を明確にするため, ③会計制度の
枠組みに絞って検討していく(〕
｢討議資料｣は,基本的には証券市場の参加者や株式社債の保有者を利用者
として想定しており,証券取引法卜のディスクロージャー制度が念頭おかれて
いる(para. 7)｡
わが同では,商法,税法および証券取引法の各市去における会計規制が相互
に影響を与えあっているが,会計基準の実効性は法的効力に支えられているも
のであり,各立法により承認を受けないかぎりは,会計制度全体を統合する理
論とはなりえない｡また,会計基準を支える会計概念フレームワークにおいて
も同様のことが言えるであろう｡
｢討議資料｣は,条文規定上という厳密な意味ではないが,証券取引上にお
いては有効性を持ちうるものであろう｡これは,会計制度全体について何らか
のフレームワークを提起するものではなく,むしろ各立法で｢棲み分け｣を
行って,その理論的基盤を示しているように思われる11｡
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｢一般に会計基準に関する理論は,会計学群論のみならず,商法理論(法学
理論)にもその多くを負っている｡会計基準が実効性を確保しようとするなら
ば,当然に法的効力を有することが必要であるからである｡しかし同じ会計基
準についてさえ,会計学理論と商法理論とは必ずしも　一致した考え方を採って
きたわけではない｣ 120
つまり,各立法で同じ会計処理を要請したとしても,その基本思考が異なる
こともある｡同･処理であっても,制度的には非整合となることも考えられ
る
｢討議資料｣に支えられている会計基準が, lll商法上の｢公正ナル会計慣行
ヲ勘酌スベシ｣ (32条2項)あるいは新会社法上の｢株式会社の会計は,一一般
に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとする｣ (第431条)に該､l'7
するであろうか｡また, ｢討議資料｣がこれに該当するであろうか｡
結局のところ, ｢討議資料｣が,一般に認められた会計概念フレームワーク
として,様々なl川勺に利用されるためには, ASBJにより公表されている新し
い会計基準や今後公表されていく会計基準,さらには,その概念フレームワー
クに対しても,法令上の公的権威を付与することが必要である｡なお,先述の
ように,現行では, ｢討議資料｣は, ASBJの公式見解ではなく,基本概念
ワーキング･グループの比解として位置づけられている｡
先に検討したオーストラリアの会計制度改革においては,会計概念フレーム
ワークは,立法,政令,その他の政府権限により公的権威を付与されていた(〕
したがって,オーストラリアでは会計基準を開発･改訂するに当たって,理論
的基盤としてかつ法的基盤として,会計概念フレームワークが利用されていた
のである(､
Ⅴ　おわ　り　に
今後のASBJとIASBによるコンバージェンスに向けた共同プロジェクトに
より,現在,棚卸資産の評価(IAS2)や投資不動産(IAS40)などの検討が進
められてされているo　これにより,わが国の会計基準は,相当な領域にわたっ
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て国際会計基準に類似したものになっていくであろう｡さらに,これを推し進
めて考えてみると,剛祭会計基準と商法会計との整合性が問題となってくる｡
また, IASBとFASBの会計基準のコンバージェンス･プロジェクトや典同
｢会計概念フレームワーク｣プロジェクトが進められている中で,改めて,会
計基準と会計概念フレームワークの在り方が問われているようである0
会計基準が同質性を有しているのであれば,会計概念フレームワークも同質
性を有しているはずである｡今後,わが剛こおける国際会計基準とのコンバー
ジェンスのプロセスにおいて, ｢討議資料｣つまり会計概念フレームワークの
変化(統合)が必要になることもありうるであろう｡しかしながら,会計概念
フレームワークは企業会計の基礎にある前提や概念を要約･整理したものであ
り,各国それぞれ,歴史的･地理的な要因の影響を受けており,唯一のものが
あるわけではない｡自国の会計基準を支える理論的基盤と法的基盤を有した自
国の会計概念フレームワークが必要であるl:i()会計基準の調和化から統合への
流れのなかで,オーストラリアのように独白の特徴を堅持しながら,会計基準
および会計概念フレームワークを開発･設定してこれを利用していくことが,
今後の会計基準システムの構築の一･つの方向性を示しているように思われる｡
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1　企業会計基準委ii会,基本概念ワーキンググループ,討議資料『財務会計の概念
フレームワーク』 2004年, 9月｡
なお,会計基準設定用体などの関連組織については,本論文中,以卜のように略
称表記する｡
<略称･覧>
AARF Australian Accounting Resear･ch Foundation
AASC Australian Accounting Standards Committee
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ASBJ Accounting Standards Board oりapan
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FASB US Financial Accounting Standards Board
IASC International Accounting Standards Commi仕ee
IASB International Accounting Standards Board
PSASB Australian Public Sector Accounting Standards Board
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隼, 41ff｡)
13　わが国において会計概念フレームワークで利用吋能になるためには,一一般的承認
または法的効力の付与が必要であるとノ臥われるo　今後想定される｢討議資料｣の取
扱いについては,次の3つの選択が考えられる｡
Ll_) ASBJで｢討議資料｣を正式に承認し,さらに法的効力を付与するo
L等) ASBJで｢討議資料｣をⅠ仁式に承認するが,法的効力は付与しない｡,
･3) ASBJで｢討議資料｣をII･Ijtに承認せず,法的効力も付与しないo
このうち, ｢討議資料｣を,会計基準を文える会計概念フレームワークとして
位置づけていくのであれば,し享)の選択をする必要がある｡なお, (亘;･のように,煤
行のままいくのであれば,今後の会計基準設定において,様々な諸問題が生起し
てくるものと思われる｡
本研究は､l;･成17隼度専修入学会計学研究所スタディーグループの研究成果の　一部で
ある｡
